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第２章 有害大気汚染物質の測定結果
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第３章 大気観測車による測定結果
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第４章 大気環境基礎調査
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Ⅱ  アスベスト調査 

1.アスベストについて
アスベスト（石綿）とは、天然に産出する蛇紋岩又は角閃石に含有される繊維状ケイ酸塩鉱物であ

る。種類は６種類あり、主としてクリソタイル（白石綿）、アモサイト（茶石綿）、クロシドライト（青石綿）の
３種類が断熱材、防音材、摩擦材等として利用されていた。飛散したアスベストの吸入が石綿肺・肺
がん・悪性中皮腫等の原因になることから、現在は製造、使用等が禁止されている。
神戸市では、平成７年１月の阪神・淡路大震災による建物の倒壊、解体時におけるアスベスト飛散に注目

し、大気中のアスベスト濃度モニタリングを開始した。

2.調査方法
平成 25 年以降はアスベストモニタリングマニュアル第 4.0 版(平成 22年 環境省)に準拠し、ロー

ボリウムエアーサンプラーで空気を吸引し、メンブランフィルター上に捕集した繊維を、位相差顕微
鏡で計測している（総繊維数法）。なお、平成 24 年以前は主にクリソタイルを測定する旧マニュアル
等に拠った。 

3.調査結果
各地点の調査結果は、0.056未満～0.39本／Ｌであった。 
現在、アスベストに係る環境基準は設定されていないが、大気汚染防止法では、石綿製品製造

施設の敷地境界におけるアスベストの大気中濃度を 10 本／L以下と規定している。 

表 平成 30年度の測定結果 単位：本／L 

測定地点 5 月 11 月 
年平均 

（幾何平均値） 

東灘大気測定局 0.34 0.17 0.24 

灘大気測定局 0.17 0.11 0.13 

中部自動車排出ガス測定局 0.28 0.11 0.17 

兵庫南部大気測定局 0.22 0.17 0.19 

南五葉大気測定局 0.28 0.056未満 0.12* 

長田大気測定局 0.17 0.11 0.13 

須磨大気測定局 0.22 0.28 0.24 

垂水大気測定局 0.17 0.39 0.25 

西区役所 0.22 0.28 0.24 

＊:検出下限値(0.056 本／L)を用いて年平均を算出した(環境省報告要領の平均値算出法を参考とした)。 

4.測定結果の経年変化

図 アスベスト測定結果の経年変化 

注)測定地点 

◇平成6年度:市内7ヶ所 

◇平成7年度:市内8ヶ所 

◇平成8年度:市内7ヶ所 

◇平成9年度:市内6ヶ所 

◇平成10～16年度:市内2ヶ所 

◇平成17年度～:市内9ヶ所 

※平成 24 年度まではクリソタイ

ル総繊維数濃度、平成 25 年度か

らは総繊維数濃度での経年変化を

表示している。 
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Ⅰ 常時監視測定局における測定方法 

 測 定 項 目 測 定 方 法 測 定 原 理 
二 酸 化 硫 黄 紫外線蛍光

法 
(JIS B 7952)  

二酸化硫黄を含む試料大気に比較的波長の短い紫外線

を照射すると、これを吸収して励起した二酸化硫黄分子

が基底状態に戻るときに蛍光を発する。この蛍光の強度

を測定することにより、大気中の二酸化硫黄濃度を知る。 
二酸化硫黄は 390～340nm、320～250nm 及び 230～

190nm の３つの波長領域に吸収帯を持つが、吸収強度の

最も大きい 230～190nm の波長帯の紫外線（通常は波長

210～220nm の紫外線）が励起光として用いられている。 
窒 素 酸 化 物 オゾンを用

いる化学発

光法 
(JIS B 7953) 

窒素酸化物を含む試料大気をオゾンに反応させると、

一酸化窒素から励起した二酸化窒素が生じ、これが基底

状態に戻るときに光を発する（化学発光）。この化学発光

の強度を測定することにより、試料大気中の一酸化窒素

濃度を測定することが出来る。一方、試料大気をコンバ

ータに通じて二酸化窒素を一酸化窒素に還元した上で化

学発光の強度を測定すると、試料大気中の窒素酸化物（一

酸化窒素＋二酸化窒素）の濃度が測定できる。これらの

測定値の差をとることによって試料大気中の二酸化窒素

濃度を知る。 
一 酸 化 炭 素 非分散型赤

外分析計を

用いる方法 
(JIS B 7951) 

物質を構成している分子は、それぞれ特有の原子間振

動をもっており、この振動モードの周波数に応じた波長

の光を吸収し、圧力が一定のガス体では濃度に対応した

吸収を示す。非分散型赤外線分析法は、この原理に基づ

いて一酸化炭素の 4.7μm 付近における赤外線吸収を計

測することにより、その成分濃度を測定する方法である。 
光化学ｵｷｼﾀﾞﾝﾄ 紫外線吸収

法 
(JIS B 7957) 

オゾンは紫外線領域の波長 254nm 付近に極大吸収帯

を持っている。この領域には、環境大気中に共存する一

酸化炭素、二酸化炭素、一酸化窒素及び二酸化窒素によ

る吸収がなく、測定機の構成面からも共存成分による測

定への影響は比較的受けにくい。この方法は、光源から

光学フィルターを通して得られる短波長紫外線を測定光

として、オゾンによる吸光光度を測定する方法である。 
炭 化 水 素 水素炎イオ

ン化検出法 
(JIS B 7956) 

炭化水素を含む試料大気をガスクロマトグラフ分離管

に通し、メタンと非メタン炭化水素に分離した後、水素

炎イオン化検出器(FID)に導入する。炭化水素を水素炎中

で燃焼すると、イオン化して炭化水素中の炭素数に比例

する強さのイオン電流を生じるので、この電流の強さを

測定することにより、大気中の炭化水素濃度を知る。 
浮遊粒子状物質 β線吸収法 

(JIS B 7954) 
低いエネルギーのβ線を物質に照射した場合、その物

質の質量に比例してβ線の吸収量が増加することを利用

した測定法である。分粒装置（サイクロン）によって、

粒径 10μm を超える粒子状物質を除去した上で、一定量

の試料大気を吸引し、ろ紙上に捕集した浮遊粒子状物質

にβ線を照射し、透過β線強度を測定することによって

吸収されたβ線量を求め、これにより一時間毎の大気中

の浮遊粒子状物質の重量濃度を知る。 
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測 定 項 目 測 定 方 法 測 定 原 理 

微小粒子状物質 β線吸収法 低いエネルギーのβ線を物質に照射した場合、その物

質の質量に比例してβ線の吸収量が増加することを利用

した測定法である。粒径 2.5μm の粒子を 50％の割合で

分離できる分粒装置を用いて、より大きい粒子を除去し

た後、一定量の試料大気を吸引し、ろ紙上に捕集した微

小粒子状物質にβ線を照射し、透過β線強度を測定する

ことによって吸収されたβ線量を求め、これにより一時

間毎の大気中の微小粒子状物質の重量濃度を知る。 
風 向 ・ 風 速 超音波式 超音波パルスの送受波素子（ヘッド）２個を向い合わ

せに一定距離をおいて固定し、ヘッドから一定時間毎に

交互に繰り返して超音波を発射させその伝播時間を測定

することにより風速を知る*。実際に測定機は直交する水

平２軸に２組のヘッドを配置して、各軸方向の風速成分

を測定しベクトル演算を行うことにより風向を知る。 
気温や湿度、気圧等の気象条件の影響を受けず、理論

上 0m/s から風速を測定できる。 
*例）9:51～10:00 の平均値が 10 時の値となる。 

光パルス式 風向に追従して回転する尾翼とその軸の直結されたシ

ンクロ発信機の角度差を X 成分と Y 成分に分解して平均

化された風向の出力とする。0～360°をそのまま記録さ

せると、記録紙の端で変動した時、記録紙端一杯で記録

ペンが移動し読み取りが不能となるので、NESWNES(0
～540°)とし、記録紙端に寄るとシフトし、記録紙上の

中央付近の同じ方位に移動する方式。 
風速は、風によるプロペラの回転数を光パルスで検出

し周波数－電圧抵抗回路を経て、積分回路により平均し

風速に対応した直流電圧出力に変えられる。 
気 温 水 晶 式 温度検出素子に用いられている水晶振動子は、１℃で

１kHz 周波数が変化する。この周波数を変換器で温度に

変換する。 
紫 外 線 量 光電検知式 受光部に高感度で安定な Si-フォトダイオードを検出

器として採用することにより、全天 180°より入射する

紫外線量を知る。この時フィルター表面では一定入射角

度以内の光が入射するようにオプティカルガイドを設け

ることによって、紫外線量は、ランバートの COS 則に近

似される。 
日 射 量 熱 電 対 式 光エネルギーを熱電対により熱起電力に変換して測定

し、日射量を知る。測定機の受光部に白黒両板を放射状

に置き、これらが日射を受けると両者に温度差が生じる。

この温度差を熱電対に用い受熱量として測定する。 
放 射 収 支 量 熱 電 対 式 日射量計と同様で光エネルギーを熱電対により熱起電

力に変換して測定し放射収支量を知る。測定機は、受光

部に直列につながれた熱電対により構成されており、地

表面における短波長から長波長までの放射収支量を連続

的に測定する。 
全 交 通 量 超 音 波 式 ヘッド（超音波送受波器）から投射される超音波が、

車両の通過により反射され、その反射波を受信、検出し

て車両を感知、交通量を知る。 
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Ⅱ 環境基準等（環境基準に係る環境省通達等 抜粋） 

[環境基準]（告示） 

〇一酸化炭素に係る環境基準について（抜粋） 

昭和45年02月20日公布  閣議決定 

公害対策基本法第 9 条の規定による大気汚染に係る環境上の条件のうち、人の健康に関する

一酸化炭素に係る基準を大気汚染防止の目標として次のように定め、その達成に努めることとす

る。 

 

第1 環境基準  

人の健康に関する一酸化炭素の環境基準は、一酸化炭素による影響の特性にかんがみ年間を通

じて常に次の1および2の条件が維持されるものとする。 

1 連続する8時間における1時間値の平均は、20ppm以下であること。 

2 連続する24時間における1時間値の平均は、10ppm以下であること。 

(注) 1および2の条件は、一酸化炭素の人体等に対する影響についての知見の進展、一酸

化炭素に係る測定技術の進歩等のほか、一酸化炭素濃度の時間的変動に関するパターンの

推移の実態等に照らして、今後も定期的に科学的な検討が加えられ、必要に応じて改訂さ

れるべきものとする。 

第2 環境基準の適用範囲 

環境基準は、一般公衆が常時生活し、活動しているいずれの地域、いずれの場所をも適用の

対象とする。ただし、車道等もつぱら自動車の走行の用または滞留の用に供されている場所につ

いては、この基準は適用しない。 

 

〇大気の汚染に係る環境基準ついて 

昭和48年５月８日  環境庁告示第25号 

  改正 昭和48年環告35・昭和53年環告38・昭和56年環告47・平成８年環告73 

公害対策基本法（昭和42年法律第132号）第９条の規定に基づく大気の汚染に係る環境基準

について次のとおり告示し、「浮遊粒子状物質に係る環境基準について」（昭和47年１月環境

庁告示第１号）は、廃止する。 

環境基本法（平成５年法律第 91 号）第 16 条第１項による大気の汚染に係る環境上の条件に

つき人の健康を保護する上で維持することが望ましい基準（以下「環境基準」という。）及びそ

の達成期間は、別に定めるところによるほか、次のとおりとする。 

 

第1 環境基準 

1 環境基準は、別表の上欄に掲げる物質ごとに、同表の中欄に掲げるとおりとする。 

2  1の環境基準は、別表の上欄に掲げる物質ごとに、当該物質による大気の汚染の状況を

的確に把握することができると認められる場所において、同表の下欄に掲げる方法によ

り測定した場合における測定値によるものとする。 

3 1の環境基準は、工業専用地域、車道その他一般公衆が通常生活していない地域または

場所については、適用しない。 

 

第2 達成期間 

1 一酸化炭素、浮遊粒子状物質または光化学オキシダントに係る環境基準は、維持され

または早期に達成されるように努めるものとする。 

2 二酸化いおうに係る環境基準は、維持されまたは原則として５年以内において達成さ

れるよう努めるものとする。 
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別表 

物質 二酸化いおう 一酸化炭素 浮遊粒子状物質 光化学ｵｷｼﾀﾞﾝﾄ 

環境

上の

条件 

１時間値の１日

平均値が0.04ppm

以下であり、か

つ、１時間値が

0.1ppm 以下であ

ること。 

１時間値の１日平

均値が10ppm以下で

あり、かつ、１時間

値の８時間平均値

が 20ppm 以下であ

ること。 

１時間値の１日平均値

が 0.10mg/m3 以下であ

り、かつ、１時間値が

0.20mg/m3 以下であるこ

と。 

１ 時 間 値 が

0.06ppm 以下であ

ること。 

測定

方法 

溶液導電率法又

は紫外線蛍光法 

非分散型赤外分析

計を用いる方法 

濾過捕集による重量濃

度測定方法またはこの

方法によって測定され

た重量濃度と直線的な

関係を有する量が得ら

れる光散乱法、圧電天び

ん法若しくはベータ線

吸収法 

中性ヨウ化カリウ

ム溶液を用いる吸

光光度法若しくは

電量法、紫外線吸

収法又はエチレン

を用いる化学発光

法 

備考 1 浮遊粒子状物質とは、大気中に浮遊する粒子状物質であって、その粒径が10μm以下のも

のをいう。 

2 光化学オキシダントとは、オゾン、パーオキシアセチルナイトレートその他の光化学反応

により生成される酸化性物質（中性ヨウ化カリウム溶液からヨウ素を遊離するものに限

り、二酸化窒素を除く）をいう。 

 

〇二酸化いおうに係る環境基準について（抜粋） 

昭和48年5月15日公布 閣議了解 

公害対策基本法第九条第一項の規定による人の健康の保護に関する二酸化いおうに係る環境基準

(以下「環境基準」という。)ならびにその達成期間および達成のための対策は、次のとおりとする。

なお、「いおう酸化物に係る環境基準について(昭和四十四年二月十二日閣議決定)」は、廃止する。 

 

1  環境基準 

(1)環境基準は、次のとおりとする。 

一時間値の一日平均値が0.04ppm以下であり、かつ、一時間値が0.1ppm以下であること。 

(2)(1)の環境基準は、二酸化いおうによる大気の汚染の状況を的確には握することができると認めら

れる場所において、溶液導電率法により測定した場合における測定値によるものとする。 

(3)(1)の環境基準は、工業専用地域その他一般公衆が通常生活していない地域または場所については、

適用しない。 

2 達成期間  

環境基準は、維持されまたは原則として五年以内において達成されるよう努めるものとする。 

 

〇二酸化窒素に係る環境基準について 

昭和53年７月11日環境庁告示第38号   改正 平成８年環告74 

公害対策基本法（昭和42年法律第132 号）第９条の規定に基づく大気汚染に係る環境上の条件の

うち、二酸化窒素に係る環境基準について次のとおり告示する。 

環境基本法（平成５年法律第91号）第16条第１項による二酸化窒素に係る環境上の条件につき人

の健康を保護する上で維持されることが望ましい基準（以下「環境基準」という。）及びその達成期

間等は、次のとおりとする。 

 

第1  環境基準 

1  二酸化窒素に係る環境基準は、次のとおりする。 

1時間値の1日平均値が0.04ppmから0.06ppmまでのゾーン内又はそれ以下であること。 

2  1の環境基準は、二酸化窒素による大気の汚染の状況を的確に把握することができると認められ
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る場所において、ザルツマン試薬を用いる吸光度法又はオゾンを用いる化学発光法により測定し

た場合における測定値によるものとする。 

3  1の環境基準は、工業専用地域、車道その他一般公衆が通常生活していない地域または場所につ

ては、適用しない。 

第2  達成期間等 

1  1時間値の1日平均値が0.06ppmを越える地域にあっては、1時間値の1日平均値0.06ppmが達

成されるよう努めものとし、その達成期間は原則として7年以内とする。 

2  １時間値の 1 日平均値が 0.04ppm から 0.06ppm までのゾーン内にある地域にあっては、原則と

してこのゾーン内において、現状程度の水準を維持し、又はこれを大きく上回ることとならない

よう努めるものとする。 

3  環境基準を維持し、又は達成するため、個別発生源に対する排出規制のほか、各種の施策を総

合的かつ有効に講ずるものとする。 

 

〇ベンゼン等による大気の汚染に係る環境基準について 

平成9年2月4日環境省告示第4号  
改正 平成13年環境省告示第30号 改正 平成30年環境省告示第100号 

 環境基本法第16条第１項の規定によるベンゼン、トリクロロエチレン、テトラクロロエチレン及

びジクロロメタン（以下「ベンゼン等」という。）による大気の汚染に係る環境上の条件につき人の

健康を保護する上で維持することが望ましい基準（以下「環境基準」という。）及びその達成期間は、

次のとおりとする。 

 

第1 環境基準 

1 ベンゼン等による大気の汚染に係る環境基準は、別表の物質の欄に掲げる物質ごとに、同表の

環境上の条件の欄に掲げるとおりとする。 

2 １の環境基準は、別表の物質の欄に掲げる物質ごとに、当該物質による大気の汚染の状況を的

確に把握することができると認められる場所において、同表の測定方法の欄に掲げる方法により

測定した場合における測定値によるものとする。 

3 １の環境基準は、工業専用地域、車道その他一般公衆が通常生活していない地域又は場所につ

いては、適用しない。 

第2 達成期間 

ベンゼン等による大気の汚染に係る環境基準は、継続的に摂取される場合には人の健康を損なう

おそれがある物質に係るものであることにかんがみ、将来にわたって人の健康に係る被害が未然に

防止されるようにすることを旨として、その維持又は早期達成に努めるものとする。 

 

別表 

物   質 環境上の条件 測 定 方 法 

ベンゼン 

１ 年 平 均 値 が

0.003mg/m3 以下であ

ること。 

キャニスタ－若しくは捕集管により採取した試料をガ

スクロマトグラフ質量分析計により測定する方法又は

これと同等以上の性能を有すると認められる方法 

トリクロロエチレン 

１ 年 平 均 値 が

0.13mg/ m3 以下であ

ること。 

キャニスター若しくは捕集管により採取した試料をガ

スクロマトグラフ質量分析計により測定する方法又は

これと同等以上の性能を有すると認められる方法 

テトラクロロエチレン 

１ 年 平 均 値 が

0.2mg/m3 以下である

こと。 

キャニスタ－若しくは捕集管により採取した試料をガ

スクロマトグラフ質量分析計により測定する方法又は

これと同等以上の性能を有すると認められる方法 

ジクロロメタン 

１ 年 平 均 値 が

0.15mg/m3 以下である

こと。 

キャニスタ－若しくは捕集管により採取した試料をガ

スクロマトグラフ質量分析計により測定する方法又は

これと同等以上の性能を有すると認められる方法 
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○ダイオキシン類による大気の汚染、水質の汚濁（水底の底質の汚染を含む。）及び

土壌の汚染に係る環境基準 

平成11年12月27日環境庁告示第68号  改正 平成14年環境省告示第46号 平成21年環境省告示第11号 

ダイオキシン類対策特別措置法（平成 11 年法律第 105 号）第七条の規定に基づき、ダイオキシン

類による大気の汚染、水質の汚濁(水底の底質の汚染を含む。）及び土壌の汚染に係る環境基準を次

のとおり定め、平成12年1月15日から適用する。 

 

ダイオキシン類による大気の汚染、水質の汚濁（水底の底質の汚染を含む。）及び土壌の汚染に係

る環境基準について 

 

ダイオキシン類対策特別措置法（平成11年法律第105 号）第 7条の規定に基づくダイオキシン類

による大気の汚染、水質の汚濁（水底の底質の汚染を含む。）及び土壌の汚染に係る環境上の条件に

つき人の健康を保護する上で維持されることが望ましい基準（以下「環境基準」という。）は、次の

とおりとする。 

 

第1 環境基準 

1 環境基準は、別表の媒体の項に掲げる媒体ごとに、同表の基準値の項に掲げるとおりとす

る。 

2 １の環境基準の達成状況を調査するため測定を行う場合には、別表の媒体の項に掲げる媒

体ごとに、ダイオキシン類による汚染又は汚濁の状況を的確に把握することができる地点

において、同表の測定方法の項に掲げる方法により行うものとする。 

3 大気の汚染に係る環境基準は、工業専用地域、車道その他一般公衆が通常生活していない

地域又は場所については適用しない。 

4 水質の汚濁(水底の底質の汚染を除く。）に係る環境基準は、公共用水域及び地下水につ

いて適用する。 

5  水底の底質の汚染に係る環境基準は、公共用水域の水底の底質について適用する。 

6 土壌の汚染に係る環境基準は、廃棄物の埋立地その他の場所であって、外部から適切に区

別されている施設に係る土壌については適用しない。 

第2 達成期間等 

1 環境基準が達成されていない地域又は水域にあっては、可及的速やかに達成されるように

努めることとする。 

2 環境基準が現に達成されている地域若しくは水域又は環境基準が達成された地域若しく

は水域にあっては、その維持に努めることとする。 

3 土壌の汚染に係る環境基準が早期に達成されることが見込まれない場合にあっては、必要

な措置を講じ、土壌の汚染に起因する環境影響を防止することとする。 

第3 環境基準の見直し 

 ダイオキシン類に関する科学的な知見が向上した場合、基準値を適宜見直すこととする。 
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別表 

媒 体 基   準   値 測 定 方 法 

大  気 0.6pg-TEQ/m3以下 

ポリウレタンフォームを装着した採取筒をろ紙後段に取り付け

たエアサンプラーにより採取した試料を高分解能ガスクロマト

グラフ質量分析計により測定する方法 

水  質 

(水底の底 

 質を除く） 

1pg-TEQ/L以下 日本工業規格Ｋ0312に定める方法 

水底の底質 150pg-TEQ/g以下 
水底の底質に含まれるダイオキシン類をソックスレー抽出し、

高分解能ガスクロマトグラフ質量分析計により測定する方法 

土  壌 1,000pg-TEQ/g以下 

土壌中に含まれるダイオキシン類をソックスレー抽出し、高分

解能ガスクロマトグラフ質量分析計により測定する方法（ポリ

塩化ジベンゾフラン等（ポリ塩化ジベンゾフラン及びポリ塩化

ジベンゾ－パラ－ジオキシンをいう。以下同じ。）及びコプラ

ナーポリ塩化ビフェニルをそれぞれ測定するものであって、か

つ、当該ポリ塩化ジベンゾフラン等を２種類以上のキャピラリ

ーカラムを併用して測定するものに限る。） 

  備  考 

１  基準値は、2,3,7,8-四塩化ジベンゾ-パラ-ジオキシンの毒性に換算した値とする。 

２  大気及び水質(水底の底質を除く。）の基準値は、年間平均値とする。 

３  土壌中に含まれるダイオキシン類をソックスレー抽出又は高圧流体抽出し、高分解能ガスクロマトグ

ラフ質量分析計、ガスクロマトグラフ四重極形質量分析計又はガスクロマトグラフ三次元四重極形質量

分析計により測定する方法（この表の土壌の欄に掲げる測定方法を除く。以下「簡易測定方法」という。）

により測定した値（以下「簡易測定値」という。）に２を乗じた値を上限、簡易測定値に0.5を乗じた

値を下限とし、その範囲内の値をこの表の土壌の欄に掲げる測定方法により測定した値とみなす。 

４ 土壌にあっては、環境基準が達成されている場合であって、土壌中のダイオキシン類の量が250pg-TEQ

／g以上の場合（簡易測定方法により測定した場合にあっては、簡易測定値に２を乗じた値が250pg-TEQ

／g以上の場合）には、必要な調査を実施することとする。 

 

○微小粒子状物質による大気の汚染に係る環境基準について（抜粋） 

平成21年9月9日環境省告示第33号 

環境基本法第 16 条第１項の規定による微小粒子状物質による大気の汚染に係る環境上の条件につ

き人の健康を保護する上で維持することが望ましい基準（以下「環境基準」という。）及びその達成

期間は、次のとおりとする。 

 

第1 環境基準 

1 微小粒子状物質に係る環境基準は、次のとおりとする。 

1年平均値が15μg/m3以下であり、かつ、1日平均値が35μg/m3以下であること。 

2 1 の環境基準は、微小粒子状物質による大気の汚染の状況を的確に把握することができると認

められる場所において、濾過捕集による質量濃度測定方法又はこの方法によって測定された質量

濃度と等価な値が得られると認められる自動測定機による方法により測定した場合における測

定値によるものとする。 

3 1 の環境基準は、工業専用地域、車道その他一般公衆が通常生活していない地域又は場所につ

いては、適用しない。 

4 微小粒子状物質とは、大気中に浮遊する粒子状物質であって、粒径が 2.5μm の粒子を 50％の

割合で分離できる分粒装置を用いて、より粒径の大きい粒子を除去した後に採取される粒子をい

う。 

第2 達成期間 

 微小粒子状物質による大気の汚染に係る環境基準は、維持され又は早期達成に努めるものとする。 
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[通知] 

〇大気汚染に係る環境基準について（抜粋） 

昭和48年６月12日環大企第143号 環境庁大気保全局長から各都道府県知事・各政令市長あて 

大気汚染に係る環境基準については、これまでに、いおう酸化物、一酸化炭素および浮遊粒子状物

質についての環境基準がそれぞれ設定されていたところであるが、現下の大気汚染の状況からいおう

酸化物、窒素酸化物および光化学オキシダントの対策の徹底が緊急の課題となつていることにかんが

み、中央公害対策審議会からの答申(昭和48年4月26日)にそつて、二酸化窒素および光化学オキシ

ダントに係る環境基準の設定を行ない、従来の一酸化炭素および浮遊粒子状物質に係る環境基準と合

せて、今般「大気汚染に係る環境基準について」(昭和 48 年 5 月 8 日環境庁告示第 25 号)として告

示するとともに、いおう酸化物に係る環境基準の改定を行ない、二酸化いおうについて、同月 16 日

環境庁告示第35号(前記環境庁告示第25号の一部改正)により告示した。 

 

第1 二酸化いおう等に係る環境基準について 

3 環境基準による大気汚染の評価について 

 (1)短期的評価 

二酸化いおう等の大気汚染の状態を環境基準にてらして短期的に評価する場合は、環境基

準が１時間値または１時間値の１日平均値についての条件として定められているので、前記

測定方法により連続してまたは随時に行なつた測定結果により、測定を行なつた日または時

間についてその評価を行なうものとする。 

この場合、地域の汚染の実情、濃度レベルの時間的変動等にてらし、異常と思われる測定

値が得られた際においては、測定器の維持管理状況、気象条件、発生源の状況等について慎

重に検討を加え、当該測定値が測定器に起因する場合等地域大気汚染の状況を正しく反映し

ていないと認められる場合には、当然評価対象としないものとする。 

なお、１日平均値の評価にあたっては、１時間値の欠測（上記の評価対象としない測定値

を含む。）が１日（24時間）のうち４時間をこえる場合には、評価対象としないものとする。 

    (2)長期的評価 

本環境基準による評価は、当該地域の大気汚染に対する施策の効果等を的確に判断する

うえからは、年間にわたる測定結果を長期的に観察したうえで評価を行なうことが必要であ

るが、現在の測定体制においては測定精度に限界があること、測定時間、日における特殊事

情が直接反映されること等から、次の方法により長期的評価を実施されるようにされたい。 

長期的評価の方法としては、WHO（世界保健機構）の考え方をも参考に、二酸化いおうまた

は二酸化窒素に係る年間にわたる１日平均値である測定値（前記の評価対象としない測定値

は除く。）につき、測定値の高い方から 2%の範囲内にあるもの（365 日分の測定値がある場

合は７日分の測定値）を除外して評価を行なうものとする。ただし、人の健康の保護を徹底

する趣旨から、１日平均値につき環境基準をこえる日が２日以上連続した場合には、このよ

うな取扱いは行なわないこととして、その評価を行なうものとする。 

 

(3)環境基準の適用範囲について 

二酸化いおう等に係る環境基準は、人の健康を保護する見地から設定されたものであるの

で、都市計画法（昭和43年法律第100号）第９条第８項に規定する工業専用地域（旧都市計

画法（大正８年法律第36号）による工業専用地区を含む。）、港湾法（昭和25年法律第218

号）第２条第４項に規定する臨港地区、道路の車道部分その他埋立地、原野、火山地帯等通

常住民の生活実態の考えられない地域、場所については適用されないものである。 

このことは、当該地域、または場所における大気汚染の改善の目標、あるいは未然防止の

指針として、本環境基準を用いないという意味であって、当該地域または場所における環境

大気についてはすべて大気保全行政の対象としない趣旨ではないので念のため申し添える。 
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第3 その他 

2 従来の環境基準の取扱い 

いおう酸化物、一酸化炭素および浮遊粒子状物質に係る環境基準は、従前、それぞれ「い

おう酸化物に係る環境基準について」(昭和 44 年 2 月 12 日閣議決定)。「一酸化炭素に係る

環境基準について」(昭和 45 年 2 月 20 日閣議決定)および「浮遊粒子状物質に係る環境基準

について」(昭和 47 年 1 月 11 日環境庁告示第 1 号)により設定されていたところであるが、

今般大気汚染に係る環境基準として一括して告示されたこと等に伴い、いおう酸化物に係る

環境基準については従前の閣議決定が廃止されて、あらたに閣議了解がなされ(別添3参照〔後

掲〕)、また、浮遊粒子状物質に係る環境基準については従前の告示が廃止された。 

なお、今回改定が行なわれなかつた一酸化炭素に係る環境基準についての閣議決定は存続

しているので念のため申し添える。 

おつて、今般の告示による一酸化炭素および浮遊粒子状物質に係る環境基準は、従前の環

境基準の内容を変更したものではなく、一酸化炭素に係る環境基準のうち、環境上の条件お

よび適用範囲の規定については他の物質の環境基準の規定に合わせるため若干の修正を行な

つたものであり、その意味するところは変つていない。また、浮遊粒子状物質に係る環境基

準の測定方法については、「浮遊粒子状物質に係る測定方法について」(昭和 47 年 6 月 1 日

環大企第88号本職通知)の趣旨にしたがい誤解のないよう改めたものである。 

また、浮遊粒子状物質による大気汚染などのように、その汚染の状況を環境基準にてらし

て長期的に評価することが必要な場合にあつては、その評価は第 13 の(2)に示した二酸化い

おうおよび二酸化窒素に係る長期的評価の例により行なうものとする。 

 

〇「大気中鉛の健康影響について及び光化学オキシダント生成防止のための大気中炭化

水素濃度の指針について(中央公害対策審議会答申)」について（抜粋） 

昭和51年8月17日環大企第220号  環境庁大気保全局長から各都道府県・知事・各政令市市長あて 

標記について、昭和51年8月13日付けで中央公害対策審議会より環境庁長官に対して別紙〔後掲

参照〕のとおり答申されたので通知する。その答申の内容については、下記の点に留意されたい。 

なお、測定方法の詳細等については、別途通知する予定である。 

 

2  大気中炭化水素濃度の指針が環境基準ではなく、指針とされたのは、この指針が光化学オキシ

ダントの環境基準を達成するうえでの炭化水素排出抑制にあたつての行政上の目標であり、炭化

水素それ自身の健康影響に基づいたものでない点で、従来の大気汚染に係る環境基準とは性格が

異なるため、別の用語を採用されたものである。 

 しかしながら、指針も行政上の目標である点は、環境基準と同一であること、また、環境基準

と同様、規制基準ではないことに留意されたい。 

3  大気中炭化水素濃度の指針が幅をもつて設定されたのは、環境大気中での光化学オキシダント

生成については、炭化水素のほか気象要素等多くの要因が関係する等により、指針値を一つの値

として特定することは無理があると判断されたことによるものであること。 

 

光化学オキシダントの生成防止のための大気中炭化水素濃度の指針について（答申） 

昭和51年８月13日  中央公害対策審議会 

みだしの件に関し、中央公害対策審議会は、大気部会に炭化水素に係る環境基準専門委員会を設置

し、検討・審議を行った結果、別添の専門委員会報告がとりまとめられた。 

その主たる内容は、環境大気中炭化水素濃度と光化学オキシダントの生成との定量的関係を求めて

総合的な検討を行い、光化学オキシダントの生成を防止するための大気中炭化水素濃度の指針を提示

していることである。 

大気部会においては、専門委員会の報告を受理して審議した結果、この報告は適当であると判断さ

れた。 

よって、本審議会はこれを了承する。 
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政府においては、光化学オキシダントの要因物質である炭化水素の低減が急務であることに鑑み、

炭化水素の排出抑制のため有効な方策を実施するとともに、大気中の炭化水素濃度の監視測定体制の

整備を推進する必要がある。 

 

（参考） 

光化学オキシダント生成防止のための大気中炭化水素濃度の指針に関する報告（抄） 

昭和51年７月30日 中央公害対策審議会大気部会 炭化水素に係る環境基準専門委員会 
本専門委員会は現時点までに得られた資料を総合的に判断して、光化学オキシダント生成防止のた

めの必要条件としての環境大気中の非メタン炭化水素濃度レベルの指針としては、次のような数値が

適当であると考える。 

光化学オキシダントの日最高１時間値 0.06ppm に対応する午前６時から９時までの非メタン炭化

水素の３時間平均値は、0.20ppmCから0.31ppmCの範囲にある。 

 

〇二酸化窒素に係る環境基準の改定について (抜粋) 

昭和53年7月17日環大企262号 環境庁大気保全局長から各都道府県知事・政令市市長あて 

標記の件については、昭和53年7月11日付け環大企第252号をもつて、環境事務次官より通知し

たところであるが、環境基準の改定の内容等については、下記第1のとおりである。また、環境基準

の維持・達成のため、下記第2のとおり施策を講ずることとしているので、貴職におかれても、この

方針にそつて、格段の努力をお願いする。 

なお、測定方法の一部変更の実施に伴う具体的措置等についてはおつて通知することとしているの

で申し添える。 

 

第1 二酸化窒素に係る環境基準の改定について 

3 環境基準による大気汚染の評価及び適用範囲について 

(1) 環境基準による大気汚染の評価について 

二酸化窒素の環境基準による大気汚染の評価については、測定局ごとに行うものとし、年間に

おける二酸化窒素の1日平均値のうち、低い方から98％に相当するもの(以下「1日平均値の年

間98％値」という。)が0.06ppm以下の場合は環境基準が達成され、1日平均値の年間98％値が

0.06ppmを超える場合は環境基準が達成されていないものと評価する。 

ただし、1 日平均値の年間 98％値の算定に当たつては、1 時間値の欠測(地域の汚染の実情、

濃度レベルの時間的変動等にてらし異常と思われる1時間値が得られた際において、測定器の維

持管理状況、気象条件、発生源の状況等についての検討の結果、当該1時間値が測定器に起因す

る場合等地域大気汚染の状況を正しく反映していないと認められる場合を含む。)が 4時間を超

える測定日の1日平均値は、用いないものとする。 

また、年間における二酸化窒素の測定時間が6,000時間に満たない測定局については、環境基

準による大気汚染の評価の対象とはしない。 

(2) 適用範囲  

二酸化窒素に係る環境基準は、人の健康を保護する見地から設定されたものであるので、都市

計画法(昭和43年法律第100号)第9条第8項に規定する工業専用地域(旧都市計画法(大正8年

法律第36号)による工業専用地区を含む。)、港湾法(昭和25年法律第218号)第2条第4項に規

定する臨港地区、道路の車道部分その他原野、火山地帯等一般公衆が通常生活していない地域又

は場所については適用されないものである。なお、道路沿道のうち、一般公衆が通常生活してい

る地域又は場所については、環境基準が適用されるので念のため申し添える。 

 

〇二酸化窒素に係る環境基準に基づく地域区分について(抜粋) 

昭和54年８月７日環大企第310号 環境庁大気保全局長から各都道府県知事・各政令市長あて 

二酸化窒素に係る環境基準を定めた昭和 53 年 7 月環境庁告示第 38 号(以下「告示」という。)

第2の1に規定する「1時間値の1日平均値が0.06ppmを超える地域」及び告示第2の2に規定す

る「1時間値の1日平均値が0.04ppmから0.06ppmまでのゾーン内にある地域」については、昭和
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53 年 7月 17日付け環大企第262号当職通知第1の 5の(2)に示したところに従い検討を加えた結

果、下記のとおり判定したので通知する。 

今回の地域区分により「1時間値の1日平均値が0.06ppmを超える地域」として判定した地域に

ついては、昭和60年における1時間値の1日平均値0.06ppmの確保を図るため、関係都府県にお

いて、窒素酸化物に係る総量規制の導入のための具体的な調査を実施されるようお願いする。なお、

本件調査に係る経費の補助については、今年度予算に計上しているので、念のため申し添える。 

また、「1時間値の1日平均値が0.04ppmから0.06ppmまでのゾーン内にある地域」として判定

した地域における告示第2の2の規定の適用については、今後、関係地方公共団体と緊密な連絡を

とりつつ対処する考えである。 

 

○二酸化窒素に係る環境基準の告示第2の2の地域における二酸化窒素濃度の動向の評

価について 

昭和56年７月10日環大企第299号 環境庁大気保全局企画課長から各都道府県・各政令市環境保全担当部局長あて 

二酸化窒素に係る環境基準を定めた昭和53年7月環境庁告示第38号（以下「告示」という。）に

ついては、昭和53年 7月 11日付け環大企第252号をもって環境事務次官より並びに昭和53年7月

17日付け環大企第262号及び昭和54年8月7日付け環大企第310号をもって環境庁大気保全局長よ

り通知したところである。 

公告第2の2には、「1時間値の1日平均値が0.04ppmから0.06ppmまでのゾーン内にある地域に

あっては、原則としてこのゾーン内において、現状程度の水準を維持し、又はこれを大きく上回るこ

ととならないよう努める」と規定されている。この1日平均値が0.04ppmから0.06ppmまでのゾーン

内にある地域における二酸化窒素濃度の動向の評価については下記のとおり定めたので、貴職におか

れては、これに則つて大気保全行政の推進に努められたい。 

記 

1 1 時間値の 1 日平均値が 0.04ppm から 0.06ppm までのゾーン内にある地域における二酸化窒素

濃度の動向の評価は、当該地域内の一般環境大気測定局の1日平均値の年間98パーセント値の

上位3局平均値によることとする。 

2 公告第2の2の「現状程度の水準」は、当面、昭和52年度における一般環境大気測定局の1日

平均値の年間98パーセント値の上位3局平均値とする。 

 

○ベンゼン、トリクロロエチレン及びテトラクロロエチレンによる大気の汚染に係る環

境基準について（抜粋） 

平成９年２月12日環大企第37号 環境庁大気保全局長から各都道府県知事・各政令市あて 

第1 ベンゼン等に係る環境基準について 

3 環境基準による大気環境濃度の評価について 

ベンゼン等の大気環境濃度の状態を環境基準に照らして評価する場合は、環境基準が１年平均

値についての条件として定められていることから、前記の測定方法及び測定地点等により、同一

地点における１年平均値と認められる値との比較によってその評価を行うものとする。  

なお、ベンゼン等に係る環境基準は将来にわたって人の健康に係る被害が未然に防止されるよ

うにすることを旨として設定されていることから、同一地点における経年変化を把握することが

重要であり、また、１回の測定で得られた測定値と１年平均値として定められている環境基準の

数値とを比較することは不適当であること、１年間平均値が基準値を超える場合でも、直ちにそ

れが人の健康に影響を及ぼすとは言えないことに留意されたい。 

4 環境基準の適用範囲について 

ベンゼン等に係る環境基準は、人の健康を保護する見地から設定されたものであるので、都市

計画法(昭和43年法律第100号)第 9条第12項に規定する工業専用地域、港湾法(昭和 25年法律

第 218 号)第 2 条第 4 項に規定する臨港地区、道路の車道部分、事業場の敷地境界、その他原野

等一般公衆が通常生活していない地域又は場所については適用されないものである。なお、道路
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沿道や事業場の周辺のうち、一般公衆が通常生活している地域又は場所については、環境基準が

適用されるので念のため申し添える。 

 

〇環境基準による大気の汚染に係る環境濃度の評価（抜粋） 

平成21年９月９日環水大総発第090909001号 環境省水・大気環境局長から各都道府県・各政令市あて 

4 環境基準による大気環境濃度の評価等について 

(1)環境基準による大気環境濃度の評価 

今般、微小粒子状物質の環境基準について、微小粒子状物質の曝露から人の健康の保護を図る

観点から、曝露濃度分布全体を平均的に低減する意味での長期基準と曝露濃度分布のうち高濃度

領域の濃度出現を減少させる意味での短期基準の両者を設定することとした。このため、長期基

準及び短期基準に対応した環境基準達成状況の評価を行うものとする。 

長期基準に対応した環境基準達成状況は、長期的評価として測定結果の1年平均値について評

価を行うものとする。 

短期基準に対応した環境基準達成状況は、短期基準が健康リスクの上昇や統計学的な安定性を

考慮して年間 98 パーセンタイル値を超える高濃度領域の濃度出現を減少させるために設定され

ることを踏まえ、長期的価としての測定結果の年間 98 パーセンタイル値を日平均値の代表値と

して選択し、評価を行うものとする。 

測定局における測定結果（１年平均値及び 98 パーセンタイル値）を踏まえた環境基準達成状

況については、長期基準及び短期基準の達成若しくは非達成の評価を各々行い、その上で両者の

基準を達成することによって評価するものとする。 

(3)欠測の取扱い 

年間の総有効測定日数が250日に満たない測定局については、環境基準による大気汚染の評価

の対象とはしないものとする。 

なお、自動測定機を用いる場合の有効測定日数とは、１時間値の欠測（地域の汚染の実情、濃

度レベルの時間的変動等に照らし異常と思われる１時間値が得られた際において、測定器の維持

管理状況、気象条件、発生源の状況等についての検討の結果、当該１時間値が測定器に起因する

場合等地域大気汚染の状況を正しく反映していないと認められる場合を含む。）が４時間以内の

測定日数とする。また、24 時間連続して測定するタイプの自動測定機については、１日の測定

時間が延べ20時間以上存在する測定日数とする。 

 

5 環境基準の適用範囲について 

微小粒子状物質に係る環境基準は、人の健康を保護する見地から設定されたものであるので、都

市計画法(昭和43年法律第100号)第９条第12項に規定する工業専用地域、港湾法(昭和25年法律

第 218 号)第２条第４項に規定する臨港地区、道路の車道部分、事業場の敷地境界、その他原野等

一般公衆が通常生活していない地域又は場所については適用されないものである。なお、道路沿道

や事業場の周辺のうち、一般公衆が通常生活している地域又は場所については、環境基準が適用さ

れるので念のため申し添える。 
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〇光化学オキシダントの環境改善効果を適切に示すための指標に係る測定値の取り扱

いについて（抜粋） 

平成28年2月17日環水大大発第1602171号 環境省水・大気環境局大気環境課長から各都道府県・各政令市あて 

光化学オキシダントの環境改善効果を適切に示すための指標（中間とりまとめ）について通知した

が（平成26年９月26日付け環水大大発第1409262号）、この指標に係る測定値の取り扱いについて、下

記のとおり定めたので通知する。  

都道府県及び政令市においては、今後、光化学オキシダントの長期的な変化を評価し、情報提供す

る際に本指標を活用されたい。 

なお、本通知は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第245条の４第１項の規定に基づく技術的な助

言であることを申し添える。  

記 

１ 測定局別日最高８時間値の年間99パーセンタイル値の３年移動平均値を算出手順 

（１）各年度の測定局別１時間値を基礎データとする。 

（２）各年度の測定局別８時間値（８時間の移動平均値）を算出する。 

８時間値は当該時刻の測定値を含む前８時間を対象とする。 

（３）測定局別８時間値から測定局別日最高値８時間値を算出する。 

（４）測定局別日最高８時間値の年間99パーセンタイル値を算出する。 

（５）測定局別日最高８時間値の年間99パーセンタイル値の３年移動平均値を算出する。 

２ 測定値の取り扱い 

（１）８時間値の算出においては、当該時刻を含む前８時間のうち６時間以上測定された場合を有効

とする。 

（２）日最高８時間値の算出においては、８時間値の欠測が１日（24時間）のうち４時間を超える場

合、当該日は算出対象としない。 

（３）年間99パーセンタイル値の算出においては、日最高８時間値の有効測定日数が250日に満たない

場合、当該年度は算出対象としない。 

（４）３年移動平均値の算出においては、当該年度を含む前３年分の日最高８時間値の年間99パーセ

ンタイル値が有効である場合のみ算出する。 

（５）４月１日の８時間値には、前年度の測定値（３月31日分）を含む。 
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〒651-0086  
神戸市中央区磯上通 7-1-5 三宮プラザ EAST 2 階 

神戸市環境局環境保全部

環境都市課
Tel (078)595-6215 
Fax(078)595-6252 
E-mail：airmonitoringsystem@office.city.kobe.lg.jp
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